
京都市障害福祉サービス事業所及び障害者支援施設条例（平成２３年１２月２１日京都市

条例第   号）（保健福祉局保健福祉部障害保健福祉課） 

本市が設置し，指定管理者が運営するいわゆる公設民営の障害者福祉施設について，

平成２３年度末で障害者自立支援法附則の規定による改正前の知的障害者福祉法，身体

障害者福祉法又は精神保健及び精神障害者福祉に関する法律に規定する事業が実施で

きる経過措置期間が終了し，全ての施設において障害者自立支援法第５条第１項に規定

する障害福祉サービスに係る事業を行うことになったため，現行の各施設の設置に係る

条例（京都市洛西ふれあいの里条例及び京都市こころの健康増進センター条例を除く。）

を廃止し，当該事業を行う事業所及び同条第１２項に規定する障害者支援施設の設置及

び管理について必要な事項を定める条例を新たに制定しました。 

この条例は，平成２４年４月１日から施行することとしました。 
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京都市障害福祉サービス事業所及び障害者支援施設条例を公布する。 

  平成２３年１２月２１日 

京都市長 門 川 大 作   

京都市条例第   号 

   京都市障害福祉サービス事業所及び障害者支援施設条例 

（設置） 

第１条 障害者（障害者自立支援法（以下「法」という。）第４条第１項に規定する障害

者をいう。以下同じ。）の福祉の増進を図るため，障害福祉サービス事業所（法第５条

第１項に規定する障害福祉サービス事業を行う事業所をいう。以下同じ。）及び障害者

支援施設（法第５条第１２項に規定する障害者支援施設をいう。以下同じ。）（以下「施

設等」という。）を設置する。 

２ 障害福祉サービス事業所の名称及び位置は，別表第１のとおりとする。 

３ 障害者支援施設の名称，位置及び入所定数（施設入所支援（法第５条第１１項に規定

する施設入所支援をいう。以下同じ。）に係るものに限る。）は，別表第２のとおりと

する。 

（事業） 

第２条 障害福祉サービス事業所のうち京都市みぶ身体障害者福祉会館，京都市山科身体

障害者福祉会館及び京都市洛南身体障害者福祉会館にあっては次に掲げる事業を，その

他の施設にあっては第１号及び第３号に掲げる事業を行う。 

  法第５条第１項に規定する障害福祉サービスのうち，別に定めるものを行う事業 

  身体障害者福祉法第３１条に規定する身体障害者福祉センターとしての各種の相

談，指導及び啓発並びに各種の会合等に必要な便宜の提供 

  前２号に掲げるもののほか，市長が必要と認める社会福祉の増進に関する事業 

２ 障害者支援施設のうち京都市聴覚言語障害センターにあっては第１号，第２号及び第

４号から第６号までに掲げる事業を，京都市桂川療護園にあっては第１号，第２号及び

第６号に掲げる事業を，京都市障害者支援施設大原野の杜にあっては第１号から第３号

まで及び第６号に掲げる事業を行う。 

   法第５条第１項に規定する障害福祉サービス（次号に掲げるものを除く。）のうち，

別に定めるものを行う事業 

   施設入所支援を行う事業 

２３



  法第７７条第３項に規定する事業 

  身体障害者福祉法第３４条に規定する視聴覚障害者情報提供施設としての事業（聴

覚障害者の利用に係るものに限る。） 

  聴覚言語障害者の相談，検査，指導及び訓練 

  前各号に掲げるもののほか，市長が必要と認める社会福祉の増進に関する事業 

（指定管理者による管理） 

第３条 施設等の管理は，地方自治法第２４４条の２第３項に規定する指定管理者（以下

「指定管理者」という。）に行わせるものとする。 

２ 指定管理者が行う業務は，次のとおりとする。 

   前条の規定により施設等において行う事業に係る業務 

  施設等の維持管理に係る業務 

  その他市長が必要と認める業務 

（開所時間及び休所日） 

第４条 障害福祉サービス事業所の開所時間は，午前８時３０分から午後５時までを標準

として，障害福祉サービス事業所ごとに別に定める。 

２ 障害福祉サービス事業所の休所日は，日曜日，土曜日，国民の祝日に関する法律に規

定する休日並びに１月２日，同月３日及び１２月２９日から同月３１日までを標準とし

て，障害福祉サービス事業所ごとに別に定める。 

３ 前２項の規定にかかわらず，指定管理者は，必要があると認めるときは，市長の承認

を得て，開所時間及び休所日を変更することができる。 

（利用資格） 

第５条 第２条第１項第１号並びに同条第２項第１号及び第２号に掲げる事業に関し施設

等を利用することができる者は，次に掲げる者とする。 

  利用しようとする当該事業に関して法第１９条第１項に規定する支給決定を受け

た障害者 

  障害福祉サービス事業所にあっては別表第１の左欄に掲げる障害福祉サービス事

業所ごとにそれぞれ同表の右欄に掲げる利用資格に該当する者，障害者支援施設にあ

っては別表第２の左欄に掲げる障害者支援施設ごとにそれぞれ同表の右欄に掲げる

利用資格に該当する者 

２ 第２条第１項第２号に掲げる事業に関し京都市みぶ身体障害者福祉会館，京都市山科



身体障害者福祉会館及び京都市洛南身体障害者福祉会館を利用することができる者は，

次に掲げる者とする。 

   身体障害者福祉法第４条に規定する身体障害者（以下「身体障害者」という。） 

   身体障害者の福祉に関する事業の関係者 

   その他市長が適当と認める者 

３ 第２条第２項第３号に掲げる事業に関し京都市障害者支援施設大原野の杜を利用する

ことができる者は，利用しようとする当該事業に関してその費用を支給する旨の市長の

決定を受けた障害者とする。 

（利用制限） 

第６条 指定管理者は，次の各号のいずれかに該当すると認めるときは，施設等の利用を

制限することができる。 

  他の利用者に迷惑を掛け，又は迷惑を掛けるおそれがあるとき。 

  管理上支障があるとき。 

（利用料金） 

第７条 第２条第１項第１号及び同条第２項第１号から第３号までに掲げる事業に関し施

設等を利用する者（第５条第１項第２号に掲げる者を除く。）は，指定管理者に対し，

その利用に係る料金（以下「利用料金」という。）を支払わなければならない。 

２ 利用料金は，次の各号に掲げる区分に応じ，当該各号に掲げる額の範囲内において，

指定管理者が市長の承認を得て定めるものとする。 

  第２条第１項第１号に掲げる事業に関し障害福祉サービス事業所を利用する者 

当該事業に関し法第２９条第３項に規定する厚生労働大臣が定める基準により算定し

た費用の額 

  第２条第２項第１号及び第２号に掲げる事業に関し障害者支援施設を利用する者 

 当該事業に関し法第２９条第３項に規定する厚生労働大臣が定める基準により算定

した費用の額並びに当該者に係る食事の提供に要する費用及び居住に要する費用に

相当する額として別に定める額の合計額 

  第２条第２項第３号に掲げる事業に関し京都市障害者支援施設大原野の杜を利用

する者 法第５条第８項に規定する短期入所を行う事業に関し法第２９条第３項に

規定する厚生労働大臣が定める基準により算定した費用の額の範囲内において別に

定める額 



（利用料金の減免） 

第８条 指定管理者は，市長が特別の理由があると認めるときは，利用料金を減額し，又

は免除することができる。 

（委任） 

第９条 この条例において別に定めることとされている事項及びこの条例の施行に関し必

要な事項は，市長が定める。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は，平成２４年４月１日から施行する。 

（関係条例の廃止）  

２ 次に掲げる条例は，廃止する。 

  京都市身体障害者福祉センター条例 

  京都市知的障害者授産施設条例 

  京都市聴覚言語障害センター条例 

  京都市身体障害者授産施設条例 

  京都市在宅障害者デイサービス施設条例 

  京都市知的障害者デイサービスセンター条例 

  京都市知的障害者福祉工場条例 

  京都市桂川療護園条例 

  京都市障害者支援施設大原野の杜条例 

（関係条例の一部改正） 

３ 重要な公の施設に関する条例の一部を次のように改正する。 

別表第１社会福祉関連施設の項中「，身体障害者福祉センター，知的障害者授産施設」，

「，聴覚言語障害センター，身体障害者授産施設」，「，在宅障害者デイサービス施設，

知的障害者デイサービスセンター，知的障害者福祉工場」及び「，桂川療護園，障害者

支援施設大原野の杜」を削り，「細野保育所」の右に「，障害福祉サービス事業所及び

障害者支援施設」を加える。 

 

 

 



別表第１（第１条及び第５条関係） 

名       称 位               置 利用資格

京都市紫野障害者授産所 京都市北区紫野雲林院町４４番地の１ Ａ 

京 都 市 よ し だ 学 園 京都市左京区吉田近衛町２６番地の７２ Ｂ 

京都市よしだ福祉工場 京都市左京区吉田近衛町２６番地の７２ Ｂ 

京 都 市 飛 鳥 井 学 園 京都市左京区田中飛鳥井町４０番地 Ｂ 

京都市西ノ京障害者授産所 京都市中京区西ノ京東中合町２番地 Ａ 

京都市みぶ身体障害者福祉

会館 
京都市中京区壬生坊城町１９番地の４ Ａ 

京 都 市 み ぶ 学 園 京都市中京区壬生坊城町１９番地の４ Ｂ 

京都市みぶ障害者授産所 京都市中京区壬生坊城町１９番地の４ Ａ 

京都市山科身体障害者福祉

会館 
京都市山科区竹鼻四丁野町３４番地の１ Ａ 

京 都 市 や ま し な 学 園 京都市山科区竹鼻四丁野町３４番地の１ Ｂ 

京都市山科障害者授産所 京都市山科区竹鼻四丁野町３４番地の１ Ａ 

京都市山科障害者デイサー

ビスセンター 
京都市山科区竹鼻四丁野町３４番地の１ Ｂ 

京都市洛南身体障害者福祉

会館 
京都市南区吉祥院西定成町３５番地 Ａ 

京都市洛南障害者授産所 京都市南区吉祥院西定成町３４番地 Ａ 

京 都 市 う ず ま さ 学 園 
京都市右京区太秦森ケ前町２１番地の１

０ 
Ｂ 

京都市太秦障害者デイサー

ビスセンター 

京都市右京区太秦森ケ前町２１番地の１

０ 
Ｂ 

京 都 市 桂 授 産 園 京都市西京区桂徳大寺北町８１番地 Ｂ 

京都市桂川障害者デイサー

ビスセンター 
京都市西京区下津林東大般若町３２番地 Ａ 

京 都 市 ふ し み 学 園 京都市伏見区紙子屋町５４４番地 Ｂ 

京都市伏見障害者授産所 京都市伏見区紙子屋町５４４番地 Ａ 

  



  

京都市伏見障害者デイサー

ビスセンター 
京都市伏見区紙子屋町５４４番地 Ａ 

京 都 市 だ い ご 学 園 京都市伏見区醍醐辰巳町１５番地 Ｂ 

京 都 市 横 大 路 学 園 京都市伏見区横大路千両松町２７７番地 Ｂ 

京都市横大路福祉工場 京都市伏見区横大路千両松町４４７番地 Ｂ 

備考１ 「Ａ」とは，提供を必要とする第２条第１項第１号に掲げる事業に関して身体障

害者福祉法第１８条第１項に規定する措置を受けた者をいう。 

２ 「Ｂ」とは，提供を必要とする当該事業に関して知的障害者福祉法第１５条の４

に規定する措置を受けた者をいう。 

別表第２（第１条及び第５条関係） 

名     称 位             置 入所定数 利用資格

京都市聴覚言語障害

センター 
京都市中京区西ノ京東中合町２番地 

人

３０ 

 

Ｂ 

 

京都市桂川療護園 
京都市西京区下津林東大般若町３２

番地 
４０  Ａ及びＢ 

京都市障害者支援施

設大原野の杜 

京都市西京区大原野上里南ノ町３８

番地の２ 
５０ Ｃ及びＤ 

備考１ 「Ａ」とは，提供を必要とする第２条第２項第１号及び第２号に掲げる事業に関

して身体障害者福祉法第１８条第１項に規定する措置を受けた者をいう。 

２ 「Ｂ」とは，提供を必要とする当該事業に関して同法第１８条第２項に規定する

措置を受けた者をいう。 

３ 「Ｃ」とは，提供を必要とする当該事業に関して知的障害者福祉法第１５条の４

に規定する措置を受けた者をいう。 

４ 「Ｄ」とは，提供を必要とする当該事業に関して同法第１６条第１項第２号に掲

げる措置を受けた者をいう。 

（保健福祉局保健福祉部障害保健福祉課） 


